
  

平成２６年度の財政健全化判断比率及び 

         資金不足比率の公表について 
 

 

平成１９年６月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が公布され、地方

公共団体は、毎年度、４つの健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、

③実質公債費比率、④将来負担比率）と簡易水道や下水道などの公営企業ごとに資金不

足比率を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表しなければならないことにな

っています。 

 

① 実質赤字比率 

   村の一般会計等の赤字額が、村の財政規模に対してどの程度かを示す指標です。

村における平成２６年度決算では、該当となる会計の収支が黒字であったため、実

質赤字比率は生じませんでした。 

② 連結実質赤字比率 

   村のすべての会計の赤字額と黒字額を合算し、赤字額が発生する場合、その額が

村の財政規模に対してどの程度かを示す指標です。村における平成２６年度決算で

は、全会計を合計した収支が黒字であったため、連結実質赤字比率は生じませんで

した。 

③ 実質公債費比率 

村の一般会計等の支出のうち、義務的に支出しなければならない経費である公債

費（借入金返済額）やこれに準ずる経費が、村の財政規模に対してどの程度かを

示す指標です。村における平成２６年度の実質公債費比率は１３．７％で、法律

に定められる早期健全化基準（２５.０％）の範囲内であり、かつ地方債の許可

を必要とする１８％未満でした。 

④ 将来負担比率 

村が将来的に負担することとなる実質的な負債額が村の財政規模に対してどの

程度かを示す指標です。村における平成２６年度の将来負担比率は１６．４％で、

法律に定められる早期健全化基準（３５０.０％）の範囲内でした。 

 

                                 （単位：％） 

健全化判断比率 平成２６年度 早期健全化基準 財政再生基準 

① 実 質 赤 字 比 率 － １５.００ ２０.００ 

② 連結実質赤字比率 － ２０.００ ４０.００ 

③ 実質公債費比率 １３．７ ２５.０ ３５.０ 

④ 将 来 負 担 比 率 １６．４ ３５０.０  

（注）１ 実質赤字額、連結実質赤字額が発生していない場合は、実質赤字比率、連結実質

赤字比率を「－」と表示しています。また、将来負担比率が０を下回る場合も「－」

と表示する。 

２ 将来負担比率に係る財政再生基準はありません。 

 



                                  

資金不足比率 

簡易水道や下水道といった公営企業会計における赤字額について、公営企業の料金

収入等から算定される事業規模に対してどの程度かを示す指標です。村における平成

２６年度決算では、簡易水道事業、下水道事業とも収支が黒字であったため、資金不

足比率は生じませんでした。 

 

                                （単位：％） 

会計の名称 平成２６年度 経営健全化基準 備  考 

簡易水道事業特別会計 － ２０.０  

下水道事業特別会計 － ２０.０  

 （注）資金不足がない場合は「－」と表示しています。 

     

 

 

 

 


